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研究成果の概要：今世紀初頭、日本経済の回復は、東アジア経済統合の動きと同時に生じ、産

業が集積する国内地域などに外国人労働力が流入した。これは、若年労働力の減少を埋める性
格を有し、高齢者や女性の雇用とは競合していなかった。ただし、雇用の非正規化の傾向が、
若年層の出生意欲を低下させ、少子化傾向はあまり好転せず、長期的な世代間利害の対立が深
刻化しつつある。このため、東アジア経済統合をさらに促進し、地域・自治体のニーズに応え
て外国人政策を改革しつつ、総合的な家族政策を導入する必要性が高まっている。 
 

交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2005年度 1,600,000 0 1,600,000 

2006年度 1,500,000 0 1,500,000 

2007年度 1,500,000 450,000 1,950,000 

2008年度 1,500,000 450,000 1,950,000 

  年度    

総 計 6,100,000 900,000 7,000,000 

 
 

研究分野：社会科学 

科研費の分科・細目：経済学・応用経済学 

キーワード：少子化、晩婚化、経済統合、オフショアリング・オンショアリング、外国人労働、

人材移動、（外国人の）統合政策、世代間利害 

 
１．研究開始当初の背景 
(1) 2005 年当時、少子化（人口減少）がわが
国の経済・社会に与える問題の大きさと切実
性に関する認識は、次第に高まってきていた。 

他方、東アジアにおける経済統合の展開と
その必要性は、少子化の問題とは全く別のと
ころで扱われていた。このため、少子化と経
済統合の両者が、一体、どのような関係にあ
るのか、両者はどのような戦略のもとに議論
されるべきか、明らかでなかった。 
 
(2) このような状況では、日本における人口
減少がもたらす諸課題を、東アジアの経済統
合に伴い生じる諸課題と同時に解決する方

法を見出すことはできない。つまり、これら
諸課題を総合的に解決するための理論的・実
証的な調査研究が不可欠となっていた。  
 
２．研究の目的 
 本研究は、①「少子化」の結果生じる国内
市場の縮小、技術革新の停滞及び労働供給の
制約が、東アジア（又は欧州）における「経
済統合」によって、どこまで克服可能である
のかを解明しつつ、②その過程で、「少子化」
対策と、「外国人」労働者対策を、どのよう
に組み合わせ、企業、家計、教育機関及び地
域社会が協力を実現できれば、「世代間の利
害」の対立を抑制することができるかを実証
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的に明らかにし、必要な政策提言を行うこと
を目的とした。 
 

３．研究の方法 
(1) 本研究においては、まず、①国際経済学
的なフレームの下、経済統合された地域の経
済成長と国際分業（需要サイド）と域内の人
口及び労働力人口（供給サイド）の動向を把
握し、人口移動に与える影響を理論的および
実証的に分析した。 

また、労働経済学的なフレームの下、②出
生率の変化が長期的に労働供給に及える影
響の把握に加え、企業の雇用管理、雇用・労
働市場及び家計構造の変化が出生率（晩婚化
も含む）に与える影響を実証的に分析した。
さらに、③国内の地域別の若年層減少と人口
構造の高齢化の動向を把握し、外国人の就
労・生活に与える影響を把握した。 

そして、④これらの動向が世代間の利害に
及ぼす影響を検討し、国際比較の視点も踏ま
え、出入国管理政策の改革及び自治体レベル
の多文化共生政策（欧州では「統合政策」）
の推進に向けて提案を行った。 
 

(2) 国内の研究機関のほか、アジアの研究機
関（シンガポール国立大学、同マネジメント
大学、中国人民大学、韓国・延世大学、イン
ド・ネール大学、国連アジア太平洋経済社会
委員会など）及び欧州の研究機関（仏・リー
ル大学、独・エアランゲン・ニュルンベルク
大学、連邦雇用機関・労働市場職業研究所、
ＯＥＣＤ）並びに国連人口部との間で、情報
の相互提供、調査対象の選定または共同セミ
ナーの開催などについて協力を得た。 
 
４．研究成果 
(1) 本研究から得られた成果は、以下のよう
にまとめることができる。 

少子化の進展で、わが国では 2005年以降、
日本人人口の減少が始まった。既に今世紀に
なって、東アジア域内の事実上の経済統合は
加速し、新たな工程間分業が形成されてきた。  

その結果、日本国内では若年人口の減少と
大都市流出が続くなか、地域経済に、産業集
積効果（又はオンショアリング）と産業空洞
化効果(又はオフショアリング)が発生した。 

集積の進んだ産業で雇用需要が高まるな
かで、若年層の減少を埋める形で、外国人人
口が継続的に流入したが、こうした地域では、
高齢者や女性の労働力率は相対的に高いこ
とから、外国人との競合は、ほとんど生じて
いなかった。こうして外国人人口の純流入の
増加と定住化の影響で、日本人人口が減少し
始めたにもかかわらず、2005年から 2007年
まで、わが国の総人口は維持された。 

しかし、経済統合の下で、国内の人口減少
を相殺するような外国人の純流入を確保す

るには、東アジアの経済統合を強化し、域内
に安定的な分業関係を形成することも必要
になる。特に、域内為替相場の安定、工業土
地価格の安定、外国人労働者の確保などは、
日本国内に産業拠点を維持し、技術漏えいを
防ぎ、技術革新によって、東アジアの経済発
展を牽引するうえで、不可欠の条件となる可
能生がある。 

こうしたなかで、若年層で非正規雇用の経
験が日常化し、その非正規雇用者の出産意欲
が低くなっている。同時に、正規雇用につい
ている若年層の労働環境が悪化し、ワーク・
ライフ・バランスが崩れていることなどから、
2030 年以降の人口・労働力人口の減少幅が
拡大する危険性も指摘できる。 
 

(2) 本研究全体の政策的含意は以下のように
要約できる。 

日本政府は、地域・自治体レベルの多文化
共生政策を、出入国管理政策と並ぶ第二の柱
として強化する「制度的インフラ」整備が強
く求められる。 

同時に、東アジアの制度的な経済統合に積
極的に関与し、域内為替相場の安定と域内の
安定的な工程間分業の形成を進め、貧困層を
中産階層に転換させるのである。域内の内需
拡大を進めて、日本経済がアジアとともに成
長するのに必要な有効需要の伸びを確保す
る必要がある。 

東アジア域内には、高齢化の進展度が大き
く異なる国が存在している。このため、域内
の労働需給のミスマッチが拡大すると見込
まれる。その解消のためには、東アジアレベ
ルで、域内の人材養成と移動の円滑化（「循
環移民」の形成）を進める必要がある。 

その際、外国人労働者のセーフティネット
の形成、受け入れた外国人に対する言語習得
の機会の保障、外国人の子どもの教育保障を
含め、世代を超えた経済連携に向けたイニシ
アティブが期待される。 

東アジア域内の人材移動を円滑化しても、
日本国内の少子化の速度が急速すぎると、
2030 年代には、国内の労働力人口の減少が
大幅になり、大きな困難に直面する可能性が
ある。 
 どこで、若年層の非正規雇用者の将来不安
を解消し結婚や出産の意欲を改善できるか
ということが次第に緊急性を帯びてきた。特
に有期限雇用で働く場合の労働法及び社会
保障法上の保護措置の改革につき、早期の措
置が期待される。 

これに加え、将来の人口減少の速度を緩和
するうえで、総合的な家族政策を導入し、結
婚しても、家族構成員が増えても、一人当た
りの生活水準が急激に低下しない社会の仕
組みづくりが検討されるべきである。 
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